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政
府
は
「
２
０
２
０
年
に
指
導
的

地
位
に
占
め
る
女
性
の
割
合
３０

％
」
と
い
う
目
標
を
掲
げ
て
い
る
（
脚

注
１
）。
第
二
次
安
倍
政
権
下
で
策
定

さ
れ
た
成
長
戦
略
「
日
本
再
興
戦
略－

Ｊ
Ａ
Ｐ
Ａ
Ｎ

ｉ
ｓ

Ｂ
Ａ
Ｃ
Ｋ－

」

に
も
、「
女
性
の
活
躍
推
進
」
は
重
要

な
柱
と
し
て
盛
り
込
ま
れ
、
女
性
の
活

躍
推
進
の
取
組
み
を
着
実
に
前
進
さ
せ

る
た
め
の
新
た
な
総
合
的
枠
組
み
と
し

て
、
女
性
活
躍
推
進
の
た
め
の
新
法
の

創
設
も
検
討
さ
れ
て
い
る
（
脚
注
２
）。

こ
の
よ
う
な
中
、
企
業
に
お
い
て

も
、
自
社
の
女
性
活
躍
推
進
の
あ
り
方

を
見
直
し
、
女
性
の
管
理
職
や
役
員
へ

の
登
用
を
加
速
さ
せ
よ
う
と
す
る
動
き

が
み
ら
れ
つ
つ
あ
る
。

本
稿
で
は
、
金
融
機
関
で
の
女
性
の

活
躍
推
進
に
つ
い
て
、
現
状
や
こ
こ
数

年
の
変
遷
を
デ
ー
タ
で
概
観
し
た
う
え

で
、
業
界
の
特
徴
と
今
後
の
課
題
に
つ

い
て
考
え
て
み
た
い
。

１．

女
性
活
躍
推
進
の

現
状
と
変
遷

２
０
１
３
年
の
総
務
省
の
「
労
働
力

調
査
」
を
み
る
と
、
金
融
・
保
険
業
の

女
性
正
社
員
は
５６
万
人
で
、
正
社
員
に

占
め
る
女
性
の
割
合
が
４７
・
１
％
と
産

業
計
（
３１
・
１
％
）
を
大
き
く
上
回
っ

て
い
る
（
図
表
１
）。

正
社
員
に
占
め
る
女
性
の
割
合
は
２

０
０
３
年
で
も
４４
・
４
％
（
産
業
計

３０
・
０
％
）
と
高
い
。
金
融
・
保
険
業

に
代
表
さ
れ
る
金
融
機
関
で
は
、
過
去

か
ら
多
く
の
女
性
社
員
が
活
用
さ
れ
て

き
た
こ
と
が
分
か
る
。

次
に
、
係
長
相
当
職
以
上
に
占
め
る

女
性
の
割
合
を
み
て
も
、
金
融
・
保
険

業
は
産
業
計
よ
り
も
や
や
高
く
、
２
０

１
３
年
度
は
１５
・
３
％
（
産
業
計
９
・

０
％
）
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
２
）。

た
だ
し
、
前
述
の
と
お
り
金
融
・
保

険
業
で
は
正
社
員
に
占
め
る
女
性
の
割

合
が
高
い
こ
と
を
加
味
す
る
と
、
女
性

社
員
の
管
理
職
登
用
頻
度
は
産
業
計
と

さ
ほ
ど
変
わ
ら
な
い
と
推
測
さ
れ
る
。

ま
た
、
役
職
別
に
み
る
と
、
金
融
・

保
険
業
は
係
長
相
当
職
に
占
め
る
女
性

の
割
合
が
２５
・
５
％
と
産
業
計
（
１２
・

７
％
）
を
大
き
く
上
回
る
一
方
で
、
部

長
相
当
職
に
つ
い
て
は
２
・
９
％
と
産

業
計
（
３
・
６
％
）
よ
り
若
干
低
い
割

合
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

役
職
に
占
め
る
女
性
の
割
合
に
つ
い

て
、
２
０
０
３
年
度
以
降
の
変
化
を
み

る
と
、
２
０
０
３
年
度
に
は
係
長
相
当

職
以
上
が
６
・
１
％
と
産
業
計
（
５
・

８
％
）
と
ほ
と
ん
ど
変
わ
ら
な
い
水
準

だ
っ
た
の
が
、
２
０
０
６
年
度
に
係
長

相
当
職
が
増
加
（
１１
・
３
％
か
ら
２３
・

７
％
へ
）
し
た
こ
と
か
ら
、
係
長
相
当

職
以
上
も
１２
・
２
％
ま
で
躍
進
し
た
。

課
長
相
当
職
に
占
め
る
女
性
の
割
合

に
つ
い
て
も
、
２
０
０
３
年
度
の
２
・

４
％
か
ら
徐
々
に
増
加
し
、
２
０
１
３

年
度
に
は
９
・
３
％
と
な
っ
て
い
る
。

つ
ま
り
、
金
融
機
関
の
女
性
管
理
職
は

係
長
相
当
職
が
中
心
で
あ
っ
た
が
、
課

長
相
当
職
へ
の
登
用
も
近
年
徐
々
に
進

み
つ
つ
あ
る
。

さ
ら
に
、
女
性
社
員
の
年
齢
、
勤
続

年
数
、
年
収
に
つ
い
て
も
見
て
お
き
た

い
（
図
表
３
）。

金
融
・
保
険
業
の
女
性
全
体
（
２
０

１
３
年
）
の
平
均
年
齢
は
高
く
、
平
均

勤
続
年
数
は
長
い
が
、
大
学
・
大
学
院

卒
の
女
性
に
つ
い
て
は
い
ず
れ
も
産
業

計
を
下
回
っ
て
い
る
。
ま
た
、
金
融
・

保
険
業
の
女
性
全
体
の
年
収
水
準
は
３

９
７
・
５
万
円
と
、
産
業
計
（
３
３

３
・
８
万
円
）
を
上
回
る
が
、
大
学
・

大
学
院
卒
の
女
性
に
つ
い
て
は
４
０

７
・
４
万
円
と
産
業
計
（
４
１
４
・
６

万
円
）
よ
り
低
い
。

さ
ら
に
、
男
性
の
年
収
水
準
を
１
と

し
た
場
合
、
金
融
機
関
の
女
性
の
そ
れ

は
０
・
５
５
と
、
産
業
計
（
０
・
６

９
）
よ
り
男
女
格
差
が
大
き
い
こ
と
も

注
目
さ
れ
る
。

２
０
０
３
年
と
２
０
１
３
年
を
比
較

す
る
と
、
女
性
社
員
の
平
均
年
齢
・
平

均
勤
続
年
数
は
、
産
業
計
、
金
融
・
保

険
業
と
も
に
伸
び
て
い
る
。
年
収
水
準

に
つ
い
て
は
、
こ
の
間
、
男
性
の
年
収

水
準
が
低
下
し
て
い
る
一
方
で
、
金

融
・
保
険
業
の
女
性
の
年
収
水
準
は
上

昇
し
て
い
る
。

た
だ
し
、
�
大
学
・
大
学
院
卒
の
女

性
平
均
年
齢
が
低
く
、
平
均
勤
続
年
数

が
短
い
、
�
男
女
の
賃
金
格
差
が
大
き

い
と
い
っ
た
、
金
融
・
保
険
業
特
有
の

傾
向
は
、
こ
の
１０
年
で
大
き
く
は
変
わ

っ
て
い
な
い
。

図表１ 正社員に占める女性の割合 （万人）
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資料：総務省「労働力調査」（２００３年・２０１３年）より作成
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図表２ 役職に占める女性の割合の推移 （％）
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注１：調査対象が、２００６年度までは常用労働者３０人以上の企業であったのが、２００８年度以降は常用労働者５
人以上となっているので、時系列比較の観点から、産業計については２００８年度以降も３０人以上の数値
を掲載している

注２：「係長相当職以上」には役員を含む
資料：厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（２００３・２００６年度）、「雇用均等基本調査」（２００８・２０１１・２０１３年

度）より作成
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デ
ー
タ
で
理
解
す
る
！

金
融
機
関
に
お
け
る

女
性
活
躍
推
進
の
変
遷遷
とと
今今
後後
のの
課課
題題

ニ
ッ
セ
イ
基
礎
研
究
所

生
活
研
究
部

主
任
研
究
員

松
浦
民
恵

こ
こ
で
は
、
金
融
機
関
に
お
い
て
女
性
の
活
躍
推
進
が
ど
の

よ
う
に
進
め
ら
れ
て
い
る
か
に
つ
い
て
、
他
業
態
と
の
比
較
や

管
理
職
数
の
推
移
な
ど
の
デ
ー
タ
を
用
い
て
解
説
す
る
。
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